
３．関連経済指標の概況 
（１）業況判断 
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日本銀行「企業短期経済観測調査」（２００３年３月）
　建設業（大企業）の業況判断ＤＩ（「良い」－「悪い」）
　前回12月調査の「最近」は-42、今回調査の「最近」は  -39、「先行き」は -41となった。
　前回12月調査の「最近」と今回調査の「最近」との変化幅をみると ３ﾎﾟｲﾝﾄ改善しており、先行きは 2ﾎﾟｲﾝﾄ
悪化となる見込み。
　不動産業（大企業）の業況判断ＤＩ（「良い」－「悪い」）
　前回12月調査の「最近」は20、今回調査の「最近」は0、「先行き」は-10となった。
　前回12月調査の「最近」と今回調査の「最近」との変化幅をみると 20ﾎﾟｲﾝﾄ悪化しており、先行きは 10ﾎﾟｲ
ﾝﾄ悪化となる見込み。
  運輸業（大企業）の業況判断ＤＩ（「良い」－「悪い」）
　前回12月調査の「最近」は-20、今回調査の「最近」は-17、「先行き」は-18となった。
　前回12月調査の「最近」と今回調査の「最近」との変化幅をみると３ﾎ゚ｲﾝﾄ改善しており、先行きは 1ﾎ゚ｲﾝﾄ
悪化となる見込み。
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資料：日本銀行「企業短期経済観測調査」
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（注）点線は３カ月先までの予測値



（２）雇用情勢 

 

労働の状況（前年同月比・％）
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資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

就業者数等（２月調査）
   建設業就業者数は 624万人で、前年同月比 2.1％増加（３ヶ月連続）した。雇用者数は 510万人で同
1.4％増加（４ヶ月連続）し、うち常雇は同 1.6％増加（２ヶ月連続）、臨時雇は横ばい、日雇も横ばいとなっ
た。
　運輸業就業者数は 341万人で同 6.2％増加（２ヶ月連続）、雇用者数は 322万人で同 6.6％（２ヶ月連続）
増加した。

労働の状況（２月調査・確報)
　建設業（常用労働者５人以上の事業所）の賃金指数（きまって支給する給与）は前年同月比 3.7％増加
(２ヶ月連続）、総実労働時間指数は同 0.7％増加（４ヶ月連続）、所定外労働時間は横ばい（２ヶ月連続）と
なった。
　運輸業（常用労働者５人以上の事業所）の賃金指数（きまって支給する給与）は前年同月比 1.7％増加
（２ヶ月ぶり）、総実労働時間指数は同 2.3％増加（８ヶ月連続）、所定外労働時間は同 11.6％増加（10ヶ月
連続）した。

運輸業就業者数の推移
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資料：総務省「労働力調査」

（注意）平成15年1月分より新日本標準産業分類が適用されたことに伴い、平成14年1月まで遡って数値が改訂された。
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（３）倒産 

 

 

 

 

建設業倒産件数・負債額の推移
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２月
　全産業の倒産件数は 1,586件で、前年同月比 7.4％減と２ヶ月連続の減少となった。
  業種別にみると、建設業の倒産件数は 481件で、前年同月比 2.2％減と２ヶ月連続の減少となっ
た。
　不動産業の倒産件数は 50件で、同 3.8％減と２ヶ月ぶりの減少となった。
　運輸業の倒産件数は 54件で、同 28.9％減と２ヶ月連続の減少となった。

不動産業倒産件数・負債額の推移
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運輸業倒産件数･負債額の推移
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（４）建設資材の市場動向 

建設財の生産指数（２月速報､季調済）は  75.3（平成７年＝100）で前月比 1.6％上昇（２ヶ月連続）、

出荷指数は 77.4 で同 0.8％上昇（２ヶ月連続）、在庫指数は 78.1 で同 0.1％低下（２ヶ月連続）した。 

   建設用材料（中間財）の企業物価指数（２月）は 99.7（平成 12 年＝100）で、前月より 0.3％上昇

した。 

　　　　建設財の生産・出荷・在庫

生　産 出　荷 在　庫

　建 　設 　財 1.6 0.8 △ 0.1

1 鉄 鋼 △ 4.9 2.0 △ 5.1

金 属 製 品 △ 1.0 0.0 △ 0.6

窯業・土石製
品 2.9 4.4 △ 1.3

木材・木製品 0.2 △ 0.5 1.3

  建  設  財
（前年同月比） △ 2.7 △ 0.3 △ 8.1

（参考）  鉱工業 △ 1.7 △ 0.8 △ 2.3

 （参考）　鉱工業
（前年同月比） 4.2 6.7 △ 6.7

　資料　：　経済産業省「生産・出荷・在庫指数」
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破線：前年度　　実線：本年度



 

（５）一般経済指標の概況 
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( 季 ,
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(季,％
)
前　年
同期比

前　年
同期比
期末値
（円）
前 年
同期比

平成12年度 △ 0.5 △ 2.7 16.6 9.4 4.0 7.2 16.5 △ 0.5 0.62 4.7 12.1 0.0 13,000 1.5

13 △ 2.1 △ 0.3 △ 12.6 △ 12.7 △ 10.2 △ 6.6 △ 2.3 △ 2.5 0.56 5.2 5.9 0.0 11,025 △ 4.7

14 － － － － － － － － － － － － 7,973 －

14年４～６月 1.1 △ 1.5 7.1 △ 1.5 3.8 5.7 △ 4.4 △ 2.2 0.52 5.5 △ 3.4 3.5 10,622 △ 3.4

７～９月 2.2 △ 2.4 △ 1.7 1.8 2.2 7.4 2.1 △ 1.9 0.54 5.3 3.0 3.3 9,383 △ 1.5

10～12月 △ 1.0 △ 3.0 0.3 △ 2.1 △ 1.0 16.2 9.4 △ 1.3 0.57 5.2 △ 10.8 2.9 8,579 1.4

15年１～３月 － － － － － － － － － － － 1.9 7,973 －

平成14年１月 0.8 0.3 △ 10.9 △ 2.4 △ 0.1 △ 1.8 △ 9.3 △ 2.7 0.51 5.3 19.3 3.5 9,998 △ 8.6

      ２ △ 3.8 △ 4.0 6.3 △ 2.7 1.2 △ 4.2 △ 2.6 △ 2.6 0.51 5.3 18.2 3.6 10,588 △ 7.6

      ３ △ 1.0 0.7 △ 6.2 5.3 0.8 △ 3.0 △ 12.6 △ 2.5 0.52 5.3 5.0 3.7 11,025 △ 8.6

      ４ 1.9 △ 1.9 8.4 △ 9.0 0.2 1.7 △ 2.8 △ 2.3 0.52 5.3 0.6 3.6 11,493 △ 4.5

      ５ △ 1.6 △ 2.0 0.2 12.3 4.1 8.8 △ 5.5 △ 2.1 0.52 5.4 △ 1.6 3.5 11,764 △ 1.2

      ６ 2.8 △ 0.6 2.9 △ 7.0 △ 0.2 7.1 △ 5.1 △ 2.1 0.53 5.4 △ 9.5 3.4 10,622 △ 4.4

      ７ 1.3 △ 5.6 1.9 △ 1.1 0.1 8.9 0.8 △ 2.0 0.54 5.4 15.8 3.3 9,878 △ 1.0

      ８ 0.1 0.5 △ 13.6 8.7 1.4 6.2 △ 2.6 △ 1.9 0.53 5.5 △ 3.1 3.4 9,619 △ 1.8

      ９ 5.4 △ 0.9 12.7 △ 4.9 △ 0.1 6.9 8.9 △ 1.8 0.55 5.4 △ 3.4 3.2 9,383 △ 1.7

      10 0.0 △ 3.4 △ 4.1 △ 1.5 △ 0.2 14.1 4.0 △ 1.4 0.56 5.5 △ 10.7 3.3 8,640 △ 0.6

      11 △ 2.0 △ 0.4 △ 0.2 △ 0.4 △ 1.6 19.3 10.4 △ 1.2 0.57 5.3 △ 22.6 3.2 9,216 2.8

      12 △ 0.8 △ 4.7 5.2 0.8 △ 0.4 15.2 14.2 △ 1.2 0.59 5.3 3.5 2.1 8,579 1.7

平成15年１月 △ 1.5 △ 1.7 7.0 5.4 2.0 8.0 10.7 △ 1.0 0.60 5.5 △ 11.4 1.9 8,340 5.8

      ２ △ 1.0P 0.0 △ 9.6 △ 3.3P △ 1.7 7.6 P 4.6P △ 0.9 0.61 5.2 △ 7.4 1.9 8,363 1.4

      ３ － － － － － － － － － － － P 1.8 7,973 －
※Ｐは速報値。
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伸率・寄与度
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公的固定資本形成の寄与度ＧＤＰの増加率

民間住宅の寄与度 　民間企業設備投資の寄与度

注１）項目別の寄与度には、民間企業設備投資、民間住宅、公的固定資本形成の他に、民間最終消費支出、民間在庫品増加、政府最終消費支出、
　　　公的在庫品増加、純輸出があり、これら全ての項目の合計が、ＧＤＰの増加率となる。
注２）平成11年度以前のGDP増加率は、すでに確報値として公表している数値。平成12年度のGDP増加率は、参考系列の年度合計値と比較して算出。



 


